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はじめに 
 

観光は、人口減少を迎えている我が国において、成長戦略の柱、地方創生の

切り札である。そのため、現在、新型コロナウイルス感染症の影響により非常に

厳しい状況が続いている観光地や観光産業を支えるため、国内の観光需要増加

を目指した全国旅行支援等の様々な施策を実施している。また、インバウンドに

ついても、感染症対策に係る水際措置の緩和を受け、本格的な回復に向けた政策

パッケージを実施し、インバウンド消費５兆円超の速やかな達成を目指すこと

としている。このような状況から、観光立国の復活に向けて、観光地が抱える課

題の解決等、更なる対策が必要となっている。 

感染症の影響が長期化したことで、デジタルツールの利用環境やネットワー

ク環境の整備が進むとともに、国民の意識や行動の変化等が生じ、観光地におい

てもデジタル技術を活用する機運が、これまで以上に高まっている。そこで、観

光庁は 2021 年度から、DX（デジタルトランスフォーメーション）の推進が観光

地における課題の解決につながると考え、先進事例の創出のための実証事業等

の取組を行ってきた。しかしながら、いまだ観光分野において DX を推進するた

めには、ツールの導入、データの利活用、デジタル人材の育成・活用等多岐にわ

たる課題が残っている。 

そこで、こうした課題の解決の方向性を示すため、「観光 DX 推進のあり方に

関する検討会」を昨年 9 月に設置し、観光産業における現状と課題を整理する

とともに、課題の解決策、将来ビジョン、ロードマップ等について、これまで 7

回にわたり議論を行ってきた。 

本資料はその結果を取りまとめたものであり、観光地の高度化を図り、地域

のありたい姿の実現に取り組む方々に読んでいただきたい。特に、地域の観光を

支える観光地域づくり法人や観光事業者の経営層の方々に、地域の観光 DX の推

進役を担ってほしいと切に願う。 
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観光産業の現状と検討の柱 

1. 観光産業の現状と課題 

(1). 低生産性・担い手不足の深刻化 
観光産業には、宿泊事業者、体験・アクティビティ事業者、飲食事業者、小売

事業者等の幅広い事業者が存在し、その担い手は資本金１千万円未満の小規模

事業者が多く、なかでも宿泊事業者については、６割以上が小規模事業者となっ

ている。また、宿泊事業者の中には家業として経営を受け継ぐ旅館が多く、経営

手法を長年の経験や勘に依存しており、企業的な経営視点が不足している。この

ため、新型コロナウイルス感染症の流行以前から他の業種に比べて利益率や労

働生産性が低く、低収益な事業体質の改善が図られていない状況となっている。 

また、宿泊施設あたりの従業員数が 10 名以下の施設が 78％を占めており、大

多数の施設が小人数で運営されている。最近では、観光地において旅行需要が回

復しつつあるものの、一方で従業員の確保に苦慮している施設も多い。これは、

休日や祝日に業務が集中する勤務形態や他産業と比較して低水準にとどまる賃

金等の労働環境、従業員のスキル習得など教育にかける資金不足等が理由とし

てあげられる。このため、地域における観光の核である宿泊事業者について、業

務効率化や人員配置の最適化等の改善が必要となっている。 

 

(2). デジタル化の遅れ 
ネットワーク環境の整備やスマートフォンの普及が進んだ現代において、旅

行者が情報収集に使用するツールは、チラシや雑誌からウェブサイトや SNS（ソ

ーシャル・ネットワーキング・サービス)に変化し、旅行形態も旧来型の団体旅

行・パック旅行から FIT（個人旅行）・SIT（特定の興味や目的に絞った旅行）へ

と変化してきている。また、他の産業においては、デジタルツールやデータを活

用した経営戦略の策定やマーケティング等経営手法についても変化が生じてき

ている。 

しかし、観光産業のうち、特に宿泊業においては、旅行会社からの送客への

過度な依存や紙台帳による予約の管理等の旧来型のアナログな経営がいまだ見

られる。特に、小規模・零細事業者においてはその傾向が強く、インターネット

を利用したオンライン予約・販売サービスや業務管理に関係する CRM（顧客関係

管理システム：Customer Relationship Management）・PMS（顧客予約管理システ

ム：Property Management System）等のデジタルツール、データに基づいた企業

経営を実現するためのマーケティングツールやレベニューマネジメントシステ

ム等の導入は進んでいない。 
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また、観光地域マネジメント・マーケティングの役割を担う DMO（観光地域づ

くり法人）においては、一部でデジタル化や DX に対する意識への高まりが見ら

れ、デジタル化・DX 戦略/方針の策定が行なわれているが、DMP（データ管理プ

ラットフォーム：Data Management Platform）や CRM を導入している DMO は全

体の２割にも満たず、また、導入をしていたとしても活用できている DMO は更

に限られる状況となっている。 

さらに、観光地においては地域ごとに観光アプリ等の独自サービスを開発し、

宿泊事業者等においては PMS 等を独自にカスタマイズする等、地域間・事業者

間での連携が困難な状況になっている。また、観光地・宿泊事業者等においては、

地域・事業者として達成したい目的が明確になっていない状態でデジタルツー

ルの導入を行う等、ツールの導入自体が目的となってしまい結果的に DX の実装

まで至らない場合がある。 

デジタル化・DX の遅れを引き起こしている要因は、低収益な事業体質や高額

な設備投資等による資金不足だけでなく、企業・組織の経営層による収益拡大や

経営改善に対してデジタル化・DX が必要不可欠であることの認識不足や、検討

できる人材の不足等人材面での課題もあげられる。 

 

2. 観光 DX 推進のあり方に関する検討の進め方 

(1). 検討の柱の設定 
このような状況を鑑みて、観光地・観光産業における各種課題の解決を図る

とともに、各地域・各事業者の個別最適の流れから、観光地・観光産業全体の最

適化への転換を図るため、旅行者、宿泊事業者等の観光産業、DMO 等の観光地経

営、観光デジタル人材という４つの対象ごとに検討の柱を以下のように設定し、

議論を深めた。 

Ⅰ. 旅行者の利便性向上・周遊促進 

Ⅱ. 観光産業の生産性向上 

Ⅲ. 観光地経営の高度化 

Ⅳ. 観光デジタル人材の育成・活用 

 

(2). 検討のフレームワーク 
各検討の柱において、将来ビジョンや課題の深掘り、解決の方向性等を以下

のステップ・フレームワークを用いて体系的に整理し、検討を行った。 

【検討の 5ステップ】 

1. 将来ビジョンの設定 

2. ビジョン実現に向けた現状と課題の整理 
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3. 解決に寄与するツールと導入時・活用時の阻害要因の検討 

4. 課題解決の方向性の導出 

5. ロードマップの整理 

 
 

(3). 将来ビジョンの設定や課題整理のためのヒアリング 
将来ビジョンや課題等を設定するにあたり、４つの検討の柱に沿って、７の

DMO に加え、宿泊産業、IT/情報サービス業、人材紹介/人材派遣業等の 15 の事

業者にヒアリング調査を行った。当該ヒアリングの主な結果を以下のとおり整

理する。 

① 旅行者の利便性向上・周遊促進に対するヒアリング結果 
 旅行者の利便性や旅行に対する意欲を向上させるべく、DMO が管理す

る観光情報サイト等で積極的な情報発信に取り組もうとするものの、

掲載情報を最新の状態に保つための作業負荷が大きいことやそのメ

リットを理解できていない事業者が多いことから取組が進んでいな

い。 

 観光アプリは旅ナカで情報提供できるメリットがある一方、経路検索

や地図など日常的に必要とする機能や地域独自の上質な情報等がな

ければ旅行者のダウンロードは期待できない。 

 しかしながら、観光アプリに経路検索や地図など旅行者が必要とする

機能を付与している地域や、地域独自の上質な情報等を有する IT 企

業や地域新聞社・地域情報誌等と連携して情報発信に取り組んでいる

地域は限られる。 
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② 観光産業の生産性向上に対するヒアリング結果 
 大規模な宿泊施設では、PMS や非接触チェックインシステムの導入・

活用が進んでいる。 

 一方で、中小規模の宿泊施設では、従業員が対面で接客することに価

値を見出していること、デジタルツールを扱える従業員が少ないこと、

取り扱う旅行プランが少ない等予約管理に要する作業が少ないため

導入メリットを見い出しづらいこと等を理由に導入が遅れている。 

 地域内の事業者が連携し、予約状況や販売価格等のデータを踏まえた

適正な販売価格の設定とすることで地域全体の収益向上につながる

が、PMS によっては、CSV（Comma Separated Values）形式や API

（Application Programming Interface）形式等データの入出力方法

が異なる場合があり、データの差異を修正するために手作業が発生し

てしまう。 

 地域内で統一した PMS を導入することは理想であるが、宿泊事業者ご

とに業務プロセスに適した PMS を導入していることから PMS の統一

は困難。 

 PMS を長期間(10 年以上)利用している施設では、業務プロセスに合わ

せてカスタマイズを行っていることが多く、こうした施設では他の

PMS に移行することが難しい。 

 

③ 観光地経営の高度化に対するヒアリング結果 
 DMO 等が中心となり DMP や CRM の構築に取り組んでいるものの、自治

体担当者や地域事業者がデータを有効活用できていないのが実情で

ある。 

 そもそも、データ活用における目的や理解が進んでいない事業者等も

多く、地域におけるデジタル化・DX 推進に関する合意形成に時間を要

している。 

 地域内における協力体制の構築が難しく、収集可能なデータの種類と

量に限界があるためデータ購入を検討するものの、高額かつ DMO 内に

高度なデータ分析が可能な人材がいないことから、費用対効果が低い

と判断し、購入に至っていない。 
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④ 観光デジタル人材の育成・活用に対するヒアリング結果 
 DMO や宿泊・体験・アクティビティ事業者等にとって経営層は欠かせ

ない存在であるにもかかわらず、地域には経営を担える人材がほとん

ど存在しないため、DX 以前に経営戦略の策定ができておらず、改善す

べき業務・DX すべき業務を把握できていない。 

 経営に関する能力を向上させるためには、外部から専門人材を登用し、

戦略策定や実行において、伴走してもらうことが有効である。 

 データを分析・活用できるデータアナリストのような専門的な業務に

ついては、外部人材の活用が有効な場合が多い。 

 デジタルツールを利用する実務人材は、地域内や事業者内の人材を育

成する方が効率的な場合が多い。 

 地域や大学と連携することで講師等を外部から招き、座学に加えて実

務に伴走しながら教育を受ける機会を設けることが望ましい。 

 

以上のヒアリング結果を踏まえ、４つの検討の柱ごとに将来ビジョン、現状と

課題、解決に寄与するツールと導入時・活用時の阻害要因、課題解決の方向性、

ロードマップについて次ページ以降のとおり整理を行った。 
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Ⅰ.旅行者の利便性向上・周遊促進 
 

1. 将来ビジョン 

「旅行者の情報収集や予約等における不満の解消やタイムリーなレコメンド

等により、旅行者の利便性向上や周遊促進を促すことで、旅の満足度向上や消費

額増大が図られている」状態を将来ビジョンに設定し、そのために解決しなけれ

ばならない課題、当該課題の解決の方向性等について討議を行った。 

2. 現状・課題 

旅行者の利便性向上・周遊促進については、大別して二つの課題がある。一点

目は旅行者が旅マエ・旅ナカにおいて情報収集や予約等を行う際の利便性・満足

度が低いこと、二点目は地域・事業者による周遊・消費のレコメンド不足により

一度の旅行における訪問施設数が少なく消費額の向上につながっていないこと

である。 

 

(1).  情報収集や予約等における不満 
① オンライン上で旅行者が求める情報の入手が困難 

多くの地域や事業者において、ウェブサイトの開設や SNS 等を通じた情報発

信を実施しているものの、旅行者が検索しても見つからないことが多く、旅行者

に情報が届いていない。（小規模事業者においては、オンライン上で情報発信で

きておらず、オフライン（チラシ等）のみでの情報発信となっているケースも散

見される。） 

また、ウェブサイトで掲載されている情報や SNS 等で情報発信する内容が、

自地域・自施設の概要、アクセス、見どころ等の基本的な情報のみとなっており、

多様な嗜好を持つ旅行者が求める情報と合致していない。加えて、情報の更新頻

度が低く、コロナ禍において営業日や営業時間等が頻繁に変わる近年では、情報

が最新化されていないことで、必要なタイミングで最適な情報を得ることがで

きず、旅行者の満足度低下に大きく影響してしまう。（国内旅行者向けのウェブ

サイトに比べ、インバウンド向けの外国語サイトの更新頻度はより低い。） 

さらに、ウェブサイト上に情報が掲載されていたとしても、他サイトへのリ

ンクが貼られているだけの状態や旅行者が求めている情報が整理されておらず

煩雑な情報掲載となっているなど可読性・視認性が低く、使い勝手の良いウェブ

サイトになっていないケースも多い。 
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② オンライン上で情報収集・予約・決済に関する手続きの完結が困難 
地域や事業者が運営するウェブサイト等において、予約機能や決済機能を導

入しておらず、利用者が情報閲覧から予約・購買にシームレスに移行できない状

況となっている。その結果、旅行者が旅マエ・旅ナカに係る手続を一度で完結で

きず、利便性が低い状態となっており、地域・事業者にとっては顧客獲得の機会

を損失してしまっている。 

特に、アクティビティ事業者においては、オンライン上で情報掲載や予約機

能を導入したとしても、催行人数のキャパシティや準備の都合から受付期間が

短いこと、予約者に合う備品の確認作業等のために即座に予約が完結しないこ

と、天候や時期に左右され実施日が少ないこと等の理由から取組が進んでおら

ず、公的な施設である水族館や美術館等においても、オンライン上で予約・決済

ができない施設も存在する。 

また、決済機能を導入していたとしても、対応するクレジットカードブラン

ド等によっては、インバウンド旅行者等の一部において利用できないという課

題や、各施設で利用できる決済手段が異なっており、どのような決済手段を利用

可能か識別しにくいという課題もある。 

さらに、ウェブサイトの構成によっては、予約・決済時に予約・決済会社のペ

ージに遷移することがあるが、これまで検索・閲覧していた情報を引き継げずに、

旅行日、旅行地域、プラン等の再入力が必要になるケースもあり、利便性が低い

だけでなく、顧客の離脱リスクも高いという課題がある。 

 

(2). 周遊・消費のレコメンド不足 
① 旅行者の現在地や嗜好性に基づくタイムリーなレコメンドが不足 

観光地では、旅行者の現在地や嗜好性に応じたレコメンドを行うことで、旅

行者の行動を変えることができると考えられるものの、地域や事業者は各旅行

者の現在地や嗜好性を把握できておらず、旅行者に適した情報発信やレコメン

ドが行えていない。その結果、マーケットインの目線が欠けてしまい、どの旅行

者に対しても同じ情報が届くため、その時・その場所・その人に適した新しい発

見や隠れた魅力に出会うことが難しく、旅の満足度向上や行動変容の誘起につ

ながっていない。 

特にコロナ禍においては、旅行者は、地域や施設の混雑状況の見える化や密

を避けた観光ルート等を求めているものの、旅行者の現在地に基づいた混雑状

況や観光ルートの提供がなされておらず、周遊促進につながっていない。 

また、地方部においては、二次交通を含む交通手段が不足している地域もあ

るため、旅行者の現在地に適したタイムリーな交通案内等が必要となってくる。 

さらに、旅行者の嗜好性によっては、一拠点・一地域だけでなく、複数拠点・
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広域での旅を求めるケースも想定される。その場合、地域や事業者において、自

地域の情報だけでなく、周辺地域等と連携をした広域の情報発信が必要となっ

てくるが、現状、そのような取組ができている地域や事業者は限られており、旅

行者の周遊促進につながっていない。 

 

(3). その他 
地域が保有する観光資源の中には、劣化・風化等を避けるために常時公開す

ることが難しいもの（文化財等）や、立ち入りが難しい場所に存在するもの等、

必ずしも誘客や周遊促進のために生かし切れていない観光資源がある。また、屋

外の観光資源については、天候や訪問するタイミングによっては、本来持ってい

る魅力を十分に伝えられず、旅行者の満足度低下につながるケースがある。 

 

3. 解決に寄与するツールと導入時・活用時の阻害要因 

旅行者の利便性向上・周遊促進における二つの課題を解決するためには、課

題解決に適したデジタルツールの導入・活用が求められるため、導入・活用を阻

害している要因を明らかにする。 

 

(1).  情報収集や予約等における不満 
① オンライン上で旅行者が求める情報の入手が困難 
a. 旅行者に広く情報を発信することが可能な Google ビジネスプロフィール

（Google マップや検索の結果画面に掲載される施設情報）、OTA（オンライ

ン・トラベル・エージェント）、SNS 等の事業者が運営するウェブサイト等 

旅行者に広く情報を発信するべく、旅行者の頻繁に利用する Google ビジネス

プロフィール、OTA 等のウェブサイトや SNS 等に情報を掲載・発信することが効

果的である。 

一方、上述のウェブサイト等への情報掲載手法を把握していない事業者や情

報掲載に係る作業人員やコストを捻出することが困難な事業者等が一定数存在

することが、ウェブサイト等に情報を掲載する際の阻害要因として挙げられる。 

また、情報掲載後は、鮮度と信憑性の高い情報を発信し続けることが旅行者

の満足度向上につながるため、定期的な情報更新が必要となる。さらに、掲載す

るウェブサイト等が増えるにつれて、更新作業に係る負担も増加していくこと

が、活用時の阻害要因として挙げられる。 

 

b. 地域独自の魅力あふれる情報の発信が可能な地域 OTA、EC サイト（電子商
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取引）等の地域が運営するウェブサイト 
地域において、そのブランドに適した地域 OTA、EC サイト等のウェブサイト

を構築して地域一体となった情報発信を行うことは、有効な課題解決策の一つ

である。特に、上述の情報掲載手法を把握していない事業者や情報掲載に係る作

業人員やコストを捻出することが困難な事業者の多い地域においては、有効な

取組と考えられる。 

また、近年では、単にデザインの優れたウェブサイトを作り、情報掲載を行う

だけでなく、ウェブサイトの利用者にブランド価値・体験価値を届け、そのブラ

ンドへの愛着を醸成していく「UX（User Experience）」という概念も広まってき

ており、地域の独自性やブランドを発信・定着させるためのツールとしても、ウ

ェブサイトは有効な手段である。 

一方で、旅行者が頻繁に利用する OTA や SNS 等と違い、地域が運営するウェ

ブサイトは、構築直後は認知度が低いため、発信する情報が旅行者に届きづらい

という点が活用時の阻害要因として挙げられる。 

 

② オンライン上で情報収集・予約・決済に関する手続きの完結が困難 
a. オンライン予約・決済システム 

旅行者の旅マエ・旅ナカにおける予約・決済等の手続を一度で完結させるた

めには、オンライン予約・決済システムの導入が有効である。特に地域が運営す

るウェブサイトにおいては、オンライン予約・決済システムを導入し、情報閲覧

から予約・決済までをシームレスに繋ぐことで、サイト訪問者の購買率を高める

ことが可能である。 

また、近年では、予約・決済システムの機能も拡張されており、予約・決済会

社のページで処理を行わせるだけでなく、地域が運営するウェブサイトにウィ

ジェット（一部機能を実行できる小型の埋め込み画面）として埋め込む手法や

API 経由で処理を完了させる手法等も存在している。 

一方で、近年、クレジットカード決済に加え、QR コード決済の台頭もあり、

オンライン決済手段が多様化している。それぞれのメリット・デメリットや導入

手法等の理解が不足していることが、地域や事業者においてオンライン予約・決

済システムを導入する際の阻害要因になっている。 

また、決済手数料が地域や事業者の負担となることや現金と違い決済代行会

社からの入金が翌月/翌々月になることなど、経営に対する影響が大きいことも

導入の阻害要因として挙げられる。 
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(2). 周遊・消費のレコメンド不足 
① 旅行者の現在地に基づくタイムリーなレコメンド不足 
a. デジタルサイネージ 

特定の場所において旅行者に情報を提供する際は、デジタルサイネージが課

題解決に寄与する。 

一方で、人流が一定程度見込める立地と導入費用・運用費用を賄えるビジネ

スモデルが必要であることが導入の阻害要因として挙げられる。また、活用時に

おいては、旅行者が興味を示すようなその時・その場所の鮮度の高い情報を発信

する必要があり、そのような情報を準備する手間・費用や更新作業の手間・費用

が導入の阻害要因として挙げられる。 

 

b. デジタルマップ 

旅行者の現在地情報を把握し、その位置情報に基づいた情報発信を行う際は、

デジタルマップが有効である。 

一方で、地域や事業者が独自に開発したデジタルマップは、旅行者への普及

が難しく、開発・運用に多額のコストを要することが導入の阻害要因として挙げ

られる。そのため、導入・活用する際には、利用者の多いサービス（GoogleMap

等）との連携が重要となる。 

 

② 旅行者の嗜好性に基づくタイムリーなレコメンド不足 
a. 観光アプリ 

旅行者の嗜好性を把握し、嗜好性に基づいた情報発信を行うことが可能な観

光アプリが課題解決に大きく寄与する。 

一方で、上述のデジタルマップ同様に、一地域の観光情報のみを提供するよ

うなアプリは、旅行者のニーズに合致しておらず普及促進が困難であることが

大きな阻害要因となっている。 

したがって、旅行者の行動形態に合わせて、周辺地域の情報を提供すること

や観光だけでなく交通や飲食等の機能と組み合わせる等の工夫が必要である。 

 

③ その他 
a. VR/AR（仮想/拡張現実：Virtual Reality/Augmented Reality） 

常時公開することが難しい観光資源（文化財等）や、立ち入りが難しい場所

に存在する観光資源等を、臨場感を持って体験することが可能な VR/AR は、旅

行者の満足度向上や地域における収益向上を図るために有効である。 

一方、 VR/AR に関する設備導入、コンテンツ制作等に一定の費用がかかるに

もかかわらず、現状、旅行者一人当たりから徴収できる費用が限定的であること
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が導入の阻害要因となっている。 

 

4. 解決の方向性 

旅行者の利便性向上・周遊促進における二つの課題を解決するためには、適

切なウェブサイトへの情報掲載、シームレスな情報発信・予約・決済が可能な地

域サイトの構築、その時・その場所・その人に応じたレコメンドという三つの取

組が重要である。 

 

(1). 適切なウェブサイトへの情報掲載 
旅行者の利便性向上を図るため、地域・観光関係事業者は、旅行者が頻繁に利

用する Google ビジネスプロフィール、OTA のウェブサイト、SNS 等への情報掲

載を徹底する。特に、オンライン予約が進んでいないアクティビティ事業者や公

的な施設を管理する事業者や自治体等においては、予約機能を有する大手OTA等

への情報掲載を徹底する。（旅行者に対する情報提供をすべてオンラインで実施

するわけではなく、必要に応じてオフラインのチラシや冊子等による情報提供

と組合せる等の対応が望ましい。） 

なお、アクティビティについては、催行人数や実施日等の制約があることを

念頭においた上で、情報掲載や情報更新を工夫することが大切である。一部地域

では、複数の OTA に登録するためのデータ変換ツール等を整備し、登録のため

の負担を軽減している事例もある。 

 

<今後の具体的な対策> 

地域・観光関係事業者や DMO に対して、旅行者が頻繁に利用するウェブサイ

ト等への情報掲載や地域サイトの運営体制の構築等に向けた研修を実施する。 

 

(2). シームレスな情報発信・予約・決済が可能な地域サイトの構築 
地域においては、宿泊、交通（二次交通含む）、飲食、観光施設・アクティビ

ティ等に関する情報発信・予約・決済機能の提供をシームレスに行うとともに、

地域のブランドに適した一体感のあるサイトの構築に取り組むことが重要であ

る。なお、サイトの設計・構築においては、情報発信・予約・決済に至るまでの

操作を簡素化するとともに、必要な情報を整理し、適切な文量での情報掲載や他

サイトの適切なページへの遷移等の操作性・可読性・視認性を高めることが必要

である。 

また、国内旅行者のみならず海外旅行者も考慮して、グローバルスタンダー

ドを意識するとともに、サイトに掲載する情報については、既存の OTA や SNS 等
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との差別化を図り、多くの旅行者からアクセスされるよう、地域独自のブランド

化を図ることや地域特性や季節に適した魅力溢れる情報を提供するなどの工夫

が大切である。 

地域サイトの利用を伸ばすためには、OTA 等を経由して予約した旅行者に対

して、次回以降、地域サイトを利用することを働きかけることが必要であり、具

体的には、OTA で予約した旅行者が現地を訪れた際に地域の関係者が地域サイト

の特徴やメリット等を紹介することや、ニュースレターの読者に対して、地域サ

イトの利用を働きかける等の工夫が考えられる。 

また、持続可能性の高い観光地経営の実現に向けて、地域サイトを導入した

場合は、そこから得られたアクセス数や予約・決済に関するデータの利活用に取

り組むことが重要である。 

 

<今後の具体的な対策> 

観光庁の補助事業により、情報発信や予約・決済機能の提供をシームレスに

行うサイトの整備に対して積極的に支援する。 

 

情報発信・予約・決済機能の提供をシームレスに行うサイトの構築にあたっ

ては、DMO 等が主体となり観光関係事業者等に対する合意形成を図るとともに、

小規模な事業者等に対する情報掲載のサポート等に取り組むことが重要である。 

また、当該サイトでは、宿泊、交通、飲食、観光施設・アクティビティ等の情

報の定期的な更新を行い、旅マエ･旅ナカの旅行者に対して、正確かつ最新の情

報を届ける必要があるが、情報を掲載する媒体が増加すると、更新作業に係る負

担も増加するため、情報を一元化して管理・更新・配信できる仕組み作りの検討

が必要である。特に、宿泊、体験・アクティビティ、飲食に関わる情報は、旅行

者ニーズが高いことから、情報掲載・情報更新に継続して取り組むことが大切で

ある。 

さらに、アクティビティ等の旅ナカで予約が見込まれる観光商品については、

旅行者自らが旅行プランを作成できるような仕組みの構築や旅行者の趣味嗜好

に合わせたモデルプラン、宿泊予約に合わせたオプショナルツアー等のパッケ

ージ商品の販売等を進めることで、購買・体験につながり、滞在日数の増加や満

足度向上につながるため、販売方法を工夫することが大切である。 

加えて、更なる旅行者の利便性向上に向けて、例えば顔認証技術等の最新技

術を用いて決済や購買をより効率的に実施するための手法についても検討を行

うことが必要である。 

 

<今後の具体的な対策> 
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旅行者の利便性向上・周遊促進に資する先進的な技術に関する実証事業を観

光庁主導で行い、先進事例を創出する。 

 

地域のブランド・魅力の磨き上げや地域内での連携を図ることで、クレジッ

トカード決済や非接触決済等を導入する際、決済手数料等の交渉力向上に繋が

る場合がある。なお、クレジットカード決済や非接触決済を導入する際には、地

域を訪れる旅行者のニーズに合った決済手段を選定することが重要である。 

 

(3). その時・その場所・その人に応じたレコメンド 
旅の満足度向上や消費額増大が図られるためには、地域の混雑状況、快適に

周遊できるルート、隠れた魅力等のその時・その場所・その人に応じた情報のレ

コメンドが重要である。 

レコメンドのためには、観光アプリ等のデジタルツールを用いて旅行者の現

在地や嗜好を把握することが必要であるが、このようなツールを作成する際に

は、旅行者の目的を理解した上で、複数のステークホルダーと連携し、周辺の情

報を発信する機能や旅行者にとってメリットのある予約・決済、交通、チケット、

マップ等の機能と組み合わせることが必要となる。 

 

<今後の具体的な対策> 

観光庁の補助事業において、上記の機能を有する利便性の高いツールや他の

ツールと連携可能な互換性の高いツールを積極的に支援する。また、実証事業に

おいては、旅行者にメリットのある新たな技術やツール等を保有する企業や大

学等と連携している等社会実装に向けた取組を優先的に支援し、先進事例を創

出する。 

 

また、旅行者の現在地や嗜好に加え、これまでの来訪実績や購買実績等を把

握し、旅行者の性別・年代等のセグメント化を経て、顧客ひとりひとりに合わせ

た One to One マーケティングを行い、旅行者の満足度をより高め、ロイヤルカ

スタマーに育成していくことが大切である。 

 

(4). その他 
VR/AR 体験のニーズは一定数存在するものの、ストーリー性や臨場感を感じ

ることができる VR/AR 等が体験可能な施設・地域が少ない。地域・事業者が自走

するにあたり、集客や収益化における課題が多いため、普及・推進にあたっては

事業ごとに自走化の可能性や宣伝効果等を見極めることが必要である。 
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5. KPI とロードマップ 

以上の解決の方向性を踏まえて、KPI とロードマップを定めた。定期的に進捗

状況を測定し、課題解決に向けて、最適な取組が行われるよう定期的に進捗状況

を測定し、必要に応じて KPI・ロードマップを見直すことも重要である。 

 

(1). KPI 

① 設定した KPI 

地域全体を包括する情報発信・予約・決済機能をシームレスに提供するサイ

トを設置している登録 DMO の数 

 

② 目標値（2027 年度末） 

全ての登録 DMO 

 

③ 算出根拠 
「観光地域づくり法人の登録制度に関するガイドライン」で地域全体を包括

する情報発信・予約・決済機能をシームレスに提供するサイトの構築について促

すこと等により、全登録 DMO が同サイトを構築することを想定する。2023 年 2

月の現状値は 42 法人である。 

 

④ 定義 
 「地域全体を包括する」とは、各観光地における主要なエリアの情報を含んだ

状態を指す。 

 また、「情報発信・予約・決済機能をシームレスに提供するサイト」とは、宿

泊、体験・アクティビティ、飲食に係る情報を掲載しており、そのうち宿泊及び

体験・アクティビティについては、サイト内或いは他予約サイトへ遷移した上で

予約・決済が可能な状態を指す。 
 

⑤ 測定方法 
観光庁にて年度毎に現状調査を実施する。 
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(2). ロードマップ 
2027 年度末の KPI 達成に向け、観光庁、DMO 等、事業者がそれぞれ以下のよ

うな取組を促進することが重要である。 

 

# 項目 2023 年度 2024 年度 
2025 年度 

～2027 年度 

1 

適切なウェ

ブサイトへ

の情報掲載 

 

  

2 

シームレス

な情報発

信・予約・

決済が可能

な地域サイ

トの構築 

 

 
 

【観光庁】旅行者が頻繁に利用するウェブサイトへの情報掲
載や地域サイトの運営体制の構築等に関する研修の実施 

【事業者】旅行者が頻繁に利用するウェブサイト（Google
ビジネスプロフィール・OTA 等）への情報掲載 

【DMO 等】地域内の観光事業者に対する掲載の促進 

【観光庁】旅行者が
頻繁に利用するウェブ
サイトへの情報掲載
や地域サイトの運営
体制の構築等に関す
る研修教材の検討 

【DMO 等】シームレスな情報発信・予約・決済が可能な地域サイトの構築 

【観光庁】シームレスな情報発信・予約・決済が可能な地域サイトの構築に向けた補
助事業での積極的な支援 

【観光庁】最新技術を活用した実証事業による先進
事例の創出 

【観光庁】複数のサイトに掲載する情報を一元化して
管理・更新・配信できる仕組みの検討 

【観光庁】 
実証事業で創出さ
れたノウハウの展開 



 21 

3 

その時・そ

の場所・そ

の人に応じ

たレコメン

ド 

 

 
 

 

(3). 観光庁が実施する施策 
2023 年度に観光庁が実施する施策は以下の通りである。 

 

# 担当課 事業名 概要 

１ 観光地

域振興

課 

観光地域づくり法人

の体制強化 

シームレスな情報発信・予約・決済が

可能な地域サイトの構築やその時・そ

の場所・その人に応じたレコメンドに

向け、補助事業における積極的な支援 

２ 観光地

域振興

課 

広域周遊観光促進の

ための観光地域支援

事業 

シームレスな情報発信・予約・決済が

可能な地域サイトの構築やその時・そ

の場所・その人に応じたレコメンドに

向け、補助事業における積極的な支援 

３ 観 光 資

源課 

事業者間・地域間に

おけるデータ連携等

を通じた観光・地域

経済活性化実証事業 

デジタル化･DX の推進を通じて、稼げる

地域の実現につながる先進モデルを構

築するための実証事業を実施 

 

  

【観光庁】利便性の高いツールや他のツールと連携可能な互換性の高いツールへの
補助事業での積極的な支援 

【DMO 等】旅行者に関するデータ収集・ツール整備 

【観光庁】社会実装の確度の高い実証事業による先
進事例の創出 

【DMO 等】その時・その場所・その人に応じたレ
コメンドの実施 

【事業者】旅行者に関するデータ収集・ツール整備 

【事業者】その時・その場所・その人に応じたレコ
メンドの推進 

【観光庁】実証
事業で創出され
たノウハウの展開 
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Ⅱ.観光産業の生産性向上 
 

1. 将来ビジョン 

「観光産業における低い生産性、低い収益性、低い賃金水準かつ人手不足とい

う負のスパイラルから脱却するため、DX による生産性向上を通じて、収益力強

化、従業員の労働環境・待遇の改善を図り、優れた人材が更なる生産性向上の取

組を推進するなどの正のスパイラルへの転換が図られている」状態を将来ビジ

ョンに設定し、ビジョン実現のために解決しなければならない課題、当該課題の

解決の方向性等について討議を行った。 

 

2. 現状・課題 

観光産業の生産性向上においては、大別して三つの課題があり、一点目は生

産性の低い経営・業務に関する課題、二点目は投資に関する課題、三点目は労働

環境・待遇に関する課題である。 

 

(1).  生産性の低い経営・業務 
① 事業者における不十分な売上・コスト管理 

コロナ禍等により状況の変化が激しい近年では、観光産業に従事する宿泊事

業者や体験・アクティビティ事業者等の他の観光事業者においても、売上とコス

トのデータをデジタルで管理し、利益率や原価率、損益分岐点を把握した上で、

販売プランや人員配置、仕入れ等の定期的な見直し・改善を通じた安定的な経営

が求められるが、売上とコストのデータを紙台帳で管理している等旧来型の経

営に係る業務を行っている事業者が多い。 

このような場合、売上・コスト等の可視化が難しく、経営状況の把握がしづ

らいため、競合他社との競争の際に経営状況を鑑みずに安価で販売してしまい、

その結果、利益の圧迫や従業員の給与の引き下げ等の悪影響を及ぼすことがあ

る。 

このような状況を鑑み、各事業者の競争力向上を図るため、必要な資金を調

達し、宿や商品等の資産・サービスの磨き上げを図り、利益を最大化する、いわ

ゆる「高付加価値な経営」への転換が求められている。 

 

② 非効率的な予約・在庫管理 
日々、予約やキャンセル等の連絡が入ってくる宿泊事業者等においては、効
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率的な予約・在庫管理を行うことが望ましいが、いまだ紙台帳等で予約管理を行

なっており効率が悪い事業者やデジタルツールを導入しているものの使いこな

せていない事業者が多い。 

また、単に予約・在庫管理を効率的に行うだけでなく、商品・プランが購入さ

れたタイミングや販売価格、購入に至らなかった商品・プラン等のデータを蓄

積・分析することで、更なる収益向上に繋がるが、このような取組まで行えてい

る事業者はごく僅かである。 

さらに、販売チャネル・流通経路を増やすことで収益拡大に繋がるものの、

販売チャネルの増加に伴う在庫管理の負担が課題となり、取組が進んでいない。 

 

③ 地域単位での事業者間連携の遅れ 
サービス提供にかかる業務プロセスが細分化している近年においては、業務

プロセスの効率化やサービスの高付加価値化を図るためのデジタルツールが多

数存在している。観光産業に関して、大手ベンダーからスタートアップまで多く

の企業が多様なデジタルツールを提供しており、宿泊事業者等においても複数

のデジタルツールが導入されつつある。 

その一方で、汎用性や互換性が低いデジタルツールも存在しており、導入し

たとしても他業務で使用している既存のデジタルツールと入出力の規格が異な

ること、データの項目名や半角/全角といったデータの規格が異なること等から

ツール間の連携ができないことにより、業務効率の最適化まで至らないケース

がある。 

 

(2). 低い投資余力 
観光産業の生産性向上を実現するためには、DX のための設備投資や、人材・

従業員への投資が重要となるが、宿泊事業者等においては、収益力が低く投資余

力が乏しいこと、経営者の投資意識が低いこと等に起因して、十分な投資が行わ

れていない。 

 

(3). 改善が必要な労働環境・待遇 
労働集約型産業である観光産業において、経営資源の中で特に重要であるの

が人材・従業員である。限られた人的資源を有効活用するべく、効率化可能な業

務は見直しを行い、付加価値の向上に資する業務に人的資源を集中的に投下し、

企業に利益をもたらすことが重要である。また、販売する商品・プラン等の価格

増が必要となったとしても、付加価値の高いサービスを提供するために、従業員

の待遇改善・満足度を高めることが大切な場合もある。 

しかし、現状、多くの観光関係事業者においては、サービス提供の過程にお
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ける従業員の作業時間の把握等ができておらず、十分な業務効率化を図ること

ができていない。そのため、接客等の付加価値向上に資する業務や新商品開発等

の収益向上に資する業務に人的資源を投下することができていない。 

 

3. 解決に寄与するツールと導入時・活用時の阻害要因 

観光産業の生産性向上における三つの課題を解決するためには、課題解決に

適したデジタルツールの導入・活用が求められるため、導入・活用を阻害してい

る要因を明らかにする。 

 

(1). 事業者における売上・コスト管理の効率化 
a. 売上・コスト管理ツール 

効率的な売上・コスト管理と販売プランや人員配置等の定期的な見直し・改

善を通じた安定的な経営を図る上で、売上・コスト管理ツールの導入・活用は効

果的であるが、宿泊事業者等において導入のメリットが十分認識されておらず、

普及が進んでいないことが課題となっている。 

 

(2). 従業員の業務効率化 
a. 非接触チェックイン 

部屋数の多い宿泊施設で、カウンター業務に複数名の従業員を配置している

場合、非接触チェックインの導入が従業員の業務効率化において有効である。 

なお、地域によっては旅館業法の上乗せ条例により、従業員によるチェック

イン業務が義務付けられている場合もある。 

 

b. ビジネスチャット 

ビジネスチャット（メッセージやファイル共有ができるツール）等は、従業

員間のコミュニケーションの円滑化や問合せやトラブルの即時対応・解決に寄

与し、業務効率化を図る際の有効な手段の一つである。 

一方で、導入においては、既に導入しているコミュニケーションツール（メ

ールや電話等）の利用状況、既存の業務プロセスへの影響、従業員のニーズ等を

考慮しなければ、新たなツールに対して抵抗感が生じてしまい、導入・活用の阻

害要因となってしまう。 

 

(3). 予約・在庫管理の効率化 
a. PMS/サイトコントローラー 

日常的に予約やキャンセル等の連絡が入ってくる宿泊事業者において、効率
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的に予約・在庫管理業務を行うためには、PMS の導入が効果的である。 

また、PMS とサイトコントローラー（在庫や宿泊プラン等の管理システム）を

組み合わせることで、複数の販売チャネルにおける適切な在庫管理やレベニュ

ーマネジメント（宿泊価格設定）が図られるため、これにより在庫管理の負担削

減と収益安定化に寄与することが可能となる。 

一方で、PMS については、宿泊事業者における導入のメリットへの理解不足等

が導入時の阻害要因となっている。 

なお、各宿泊事業者の業務プロセスに合わせ、PMS をカスタマイズして業務効

率を更に向上させる方法も一案ではあるが、過剰なカスタマイズにより、開発

費・運用費の増加や他システムとの連携における柔軟性の低下等に繋がり、活用

時・発展時の阻害要因になることも予想されるため、カスタマイズを図る際は、

将来的な他のサービスや他の事業者との連携を想定の上、検討する必要がある。 

また、地域単位での生産性向上を図るためには、宿泊事業者間で予約状況や

宿泊プランの販売価格等を共有し、地域内の受入可能状況に合わせたプロモー

ションや最適な販売価格の設定等が有効であるが、各宿泊事業者に対してその

必要性やメリットを示せていないこと、標準仕様が整備されていないため各宿

泊事業者が導入している PMS 毎にデータや入出力の仕様が異なること等から、

連携に向けた取組が進んでいない。 

さらに、地域単位だけでなくグローバルな視点で見ると、国内の PMS やサイ

トコントローラーは、海外の PMS やサイトコントローラーと仕様が異なる部分

があり、海外の OTA 等と直接接続することができず、海外の OTA を介した在庫

管理・販売に負担が生じることがある。 

 

(4). 地域単位での事業者間連携の遅れ 
a. データ連携/API 

宿泊事業者等において、経営や業務をより効率化・高度化するとともに、付

加価値の高いサービスを提供するためには、デジタルツール同士のデータ連携

（API 連携）が必要不可欠である。 

しかしその一方で、汎用性や互換性が低いデジタルツールも存在し、導入し

たとしても他業務で使用している既存のデジタルツールと入出力の規格が異な

ること、データの項目名やデータの規格が異なること等からツール間のデータ

連携を阻害している。 

このため、手動でのデータ変換や変換ツールの開発が必要となってしまい、

業務効率化によるコスト削減を実現するために追加業務や開発費が発生してし

まい、生産性を低下させてしまう。 

 



 26 

4. 解決の方向性 

観光産業の生産性向上における三つの課題を解決するためには、経営資源の

見える化と業務効率化、業務効率化により創出された資源の活用、地域単位での

事業者間連携という三つの取組が重要である。こうした取組を推進するため、高

付加価値化のための経営ガイドラインを活用し、宿泊業の高付加価値化に向け

た経営の実践を促すことが望ましい。 

 

(1). 経営資源の見える化と業務効率化 
各事業者において、売上・コスト等の財務状況と各業務に費やしている時間・

人数・費用等のコストの見える化を図り、経営の現状を把握した上で、従業員の

オペレーションや予約・在庫管理等の業務の効率化によって、経営資源の適正な

管理（コスト面の改善）を図ることが大切である。 

 

<今後の具体的な対策> 

予約・在庫管理等の業務の効率化に資する PMS 等のデジタルツールの導入を

加速化させる。また、本年 2 月に開始した宿泊業の高付加価値化のための経営

ガイドライン等に基づく登録制度の周知を図り、登録の促進に努める。 

 

また、デジタルツールの導入、データに基づいた経営、データ連携による業

務効率化に関しては、事業者の経営者層が理解するとともに、関係する従業員等

にも理解や納得感を醸成することが、デジタルツールの積極的な活用につなが

る。そのため、社内での勉強会開催やツール管理者へ若手従業員を抜擢する等の

工夫が大切である。 

 

(2). 業務効率化により創出された資源の活用 
例えば、PMS 等の導入により、宿泊事業者の予約・在庫等のデータの利活用が

可能になった後は、蓄積されたデータの分析等を通じ、適切な在庫管理やレベニ

ューマネジメント（収益面の改善）に取り組むとともに、経営状況を鑑みない安

価での販売を防止することで投資余力の向上を図ることも一案である。 

その上で、業務効率化等により創出された人的資源は、顧客と接点がある業

務、新たなサービスの企画、ブランドの磨き上げ、新たなマーケットの開拓等の

業務に配分することが望ましい。 

また、業務効率化等により創出された予算は、デジタル投資等に活用し、よ

り付加価値の高いサービス提供を目指すことが重要である。加えて、給与・労働

時間等従業員の待遇改善や働き方改革などにつなげ、労働環境としての魅力向
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上を図ることも重要である。 

 

(3). 地域単位での事業者間連携 
個別事業者の取組に加え、地域全体での収益向上を図るためには、地域の宿

泊施設の PMS が保有する予約情報や販売価格等のデータを連携することが重要

であり、そのためには、PMS/サイトコントローラーの地域単位での活用・連携が

必要である。 

 

<今後の具体的な対策> 

異なる PMS と連携するためのデータ出入力機能が無い PMS 等、地域単位での

連携に支障となるPMSを補助事業等の対象から除外することが望ましい。また、

観光地経営の戦略に基づき、当面は、地域単位で①同一の PMS の導入、②異なる

PMS 間におけるデータ変換ツールの開発のいずれかの対策によりデータ連携を

進めることとなるが、将来的には、主要な PMS ベンダーや OTA 事業者等を巻き

込み、海外の動向も意識しつつ、更新頻度の高いデータ等について、③異なる PMS

間において API 連携の推進を図るためのデータ仕様の統一化を実現すべきであ

る。統一仕様の検討にあたっては、官民による協力のもと議論を進めることが重

要である。 

 

デジタルツールのカスタマイズを検討する場合には、将来的に他のサービス

や他の事業者と連携することを想定した上で、慎重に検討を進めることが大切

である。 

また、データ連携による観光地経営の高度化を図るにあたっては、地域の経

営戦略、規模、特性に応じて、連携するステークホルダーや先導する事業者等を

選定し、その事業者等を中心に取組を進めていくことが大切となる。そこで創出

した成果やデータ等をもって、地域内の他事業者等を巻き込み、取組を拡大させ

ていくことが必要である。 

 

さらに、データ連携だけでなく、地域一体で各業務の連携を図ることも一案

である。受付業務のみをチェーン店舗のようにマニュアル化することや分散型

ホテルのように地域内の１箇所に受付業務を集約すること、セントラルキッチ

ン方式でバックヤードを共通化すること、リネン等の備品を共通在庫化するこ

となど地域一体となって業務効率化に資する工夫を検討することも大切である。 

 

加えて、観光産業では、宿泊事業者以外にも、体験・アクティビティ事業者、

観光施設、飲食店等が様々な課題を抱えている。例えば、体験・アクティビティ
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においては、実施日の直前に旅行者から予約が入ることが多く、予めどの程度の

人員を配置すべきかの判断が難しい。こうした課題を解決するためには、宿泊事

業者が宿泊予約に関するデータを提供し、地域を訪れる旅行者数を可視化する

ことが有効である。こうしたデータは、体験・アクティビティ事業者における人

員配置だけでなく、飲食店における仕入れ等の効率化にも資するものであり、地

域全体の売上の最大化につながるものである。 

 

(4). その他 
旅館業法の上乗せ条例の状況の調査等を行い、宿泊施設のチェックイン業務

の効率化を推進することが必要である。 

 

5. KPI とロードマップ 

以上の解決の方向性を踏まえて、観光産業で重要な位置づけを占める宿泊事

業者を対象に KPI とロードマップを定めた。課題解決に向けて、最適な取組が

行われるよう定期的に進捗状況を測定し、必要に応じて KPI・ロードマップを見

直すことも重要である。 

 

(1). KPI 

① 設定した KPI 

高付加価値経営旅館等登録規程に基づく高付加価値経営旅館等※の登録数 

※ PMS の導入、レベニューマネジメントの実施等が登録要件の一つとなって

いる。 

 

② 目標値（2027 年度末） 

2,000 施設 

 

③ 算出根拠 
地域一体となった観光地・観光産業の再生・高付加価値化事業において、採

択の際の評価要素とすることによる高付加価値経営旅館の登録の促進を通じて、

宿泊施設の支援見込み数約 1,400 施設※の３割程度（400 施設）が高付加価値経

営旅館等の登録を受けることを想定する。その後も同様に登録が進むことを想

定する。 

以上の根拠から、５年間の合計で 2,000 施設程度を想定する。 
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※ 今年度の高付加価値化事業における宿泊施設の支援数と同程度と想定。 

 

④ 測定方法 
高付加価値経営旅館等登録規程に基づく高付加価値経営旅館等の登録数を測

定する。 

 

(2). ロードマップ 
2027 年度末の KPI 達成に向け、観光庁、事業者がそれぞれ以下のような取組

を促進することが重要である。 

 

# 項目 2023 年度 2024 年度 
2025 年度 

～2027 年度 

1 

経営資源の

見える化と

業務効率化 

  

 

【観光庁】説明会の開催
等による宿泊業の高付
加価値化のための経営ガ
イドライン等に基づく登録
の促進を集中的に実施 

【事業者】PMS 等のデジタルツールの地域単位での導
入と活用 

【観光庁】登録された事
業者に対する PMS 等の
デジタルツールの導入の積
極的な支援 

【観光庁】宿泊業の高付加価値化のための
経営ガイドライン等に基づく登録の促進 

【観光庁】仕様統一された PMS 等に限定し
て導入支援 

【事業者】デジタ
ルツールの活用を
通じた高付加価
値な経営や事業
者間連携の推進 
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2 

業務効率化

により創出

された資源

の活用 

   

3 

地域単位で

の事業者間

連携 

   

 

(3). 観光庁が実施する施策 
2023 年度に観光庁が実施する施策は以下の通りである。 

 

# 担当課 事業名 概要 

１ 観光産

業課 

高付加価値化事業 観光地の面的再生に資するDX化の取組

への支援の中で、PMS 等のデジタルツー

ルの導入の積極的な支援を行う。 

 

 

  

【事業者】デジタルツールの
導入と活用を通じて、行き
過ぎた安売りの防止による
収益力向上・投資余力の
創出、業務効率化による
人的資源の創出 

【事業者】顧客接点がある業
務や新サービス企画等への人
的資源の配分 

【事業者】デジタル投資や付
加価値の高いサービスへの投
資の配分 

【事業者】給与・労働時間等
の従業員の待遇改善や魅力
向上への配分 

【事業者】 
ガイドライ
ン 等 を 活
用 し た 定
期的な経
営資源の
見直し 

【観光庁】官民一体でのデ
ータ仕様の統一化に向け
た取組の推進 

【事業者】仕様統一された PMS 等の普及の
推進による価格設定の見直しやバックヤード業
務の効率化 

【事業者】データ仕様の統
一化に向けた検討 

【観光庁】仕様統一されたPMS等の普及推進 
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Ⅲ.観光地経営の高度化 
 

1. 将来ビジョン 

「収益等のデータに基づき、観光地が優先（重視）して取り組む事項が盛り込

まれた経営戦略を策定した上で、持続可能な形で観光地経営が行われている」状

態を将来ビジョンに設定し、ビジョン実現のために解決しなければならない課

題、当該課題の解決の方向性等について討議を行った。 

 

2. 現状・課題 

観光地経営の高度化においては、大別して三つの課題があり、一点目は経営

戦略・事業計画の検討に関する課題、二点目は経営の状況を判断するための材料

の集約・整理に関する課題、三点目はその判断材料を用いた経営の実施に関する

課題である。 

 

(1). 観光地経営を行う DMO 等における観光地経営の方針策定に関する課題 
DMO 等の観光地経営を行うべき者は、観光地経営の戦略を策定するにあたり、

誘客や消費の最大化等の地域が目指す姿を明確化することに加え、地域の現状

（事業者、収益、コスト、観光資源等）や周辺地域・同様の観光資源を有する地

域等の状況を把握するとともに、デジタル技術をどのように経営に活かしてい

くのかについても短期・中期的な視点で検討することが重要である。 

しかし、DMO 等が策定する観光地経営の戦略は、地域内の多くの関係者との調

整の結果、総花的な内容になる傾向があり、優先・重視するべき項目が不明確で

あるだけでなく、ビジョンや目標が定められていないような場合も多い。また、

この戦略に DX の推進や DX 実現に必要なデジタルツールの整備・導入に向けた

方針を盛り込んでいる地域は少ない。 

その要因として、地域において市場トレンドや地域を訪れる旅行者のデータ

から経営戦略を策定可能な人材が不足していること、デジタル化や DX により観

光地経営を高度化した優良事例が少ないこと等が挙げられる。 

 

(2). 観光地を「経営」するための判断材料の集約・整理に関する課題 
① 経営に必要な判断材料の認知・理解不足 

観光地経営を行うにあたり、ウェブの閲覧・予約・宿泊・消費・移動・満足度

等の旅行者に関するデータから経営状況を把握することは重要である。しかし
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ながら、各地域の経営戦略、規模、特性に応じて、必要なデータの種類、量、分

析方法を認知・理解し、データの取捨選択を効果的に行うことができている地域

は少ない。 

DMO 等においては、旅行会社からの送客が主流であった旧来型の旅行手配の

形態から変化してきている実態を理解し、経営に必要なデータを判断すること

が大切である。 

 

② 判断材料を蓄積する仕組みの構築／関係者の巻き込みの遅れ 
上述の観光地の経営状況を判断するためのデータの蓄積に必要な仕組みが確

立されていない地域が多い。また、持続可能な観光地経営を実現するためには、

継続的なデータの蓄積が可能な仕組み・体制を構築したうえで、定期的に経営状

況の見直しと経営戦略の改善を行うことが必要であるものの、取り組めている

地域は少ない。 

観光地経営に必要なデータを収集する際に大手企業等が保有するビッグデー

タを購入する地域も多いが、データの分析方法が定まっていない場合やデータ

購入に要する経費が高額となり、継続的なデータ比較ができない場合もある。 

データ収集の方法として、地域内の関係者を巻き込み、当該関係者のデータ

を集約する方法もあるが、関係者に取組の意義やメリットが伝わらずに合意形

成に時間を要する場合もある。 

加えて、仮に地域内で合意形成が図られ、関係者からデータを収集できる状

態になっていたとしても、データ収集における役割分担が明確になっておらず、

運用が非効率的になっている場合もある。 

 

(3). 整理・集約された情報を判断材料として「経営」に活用する際の課題 
旅行者等に関するデータを観光地経営に活用することで、旅行者のニーズ・

動向に合致した施策を講じることが可能となり、成果創出の確度を高めること

ができるため、このような取組を行う地域を広げていくことが重要である。しか

しながら、誘客や消費の増加等に向けた施策を行っている地域は多いものの、上

述の蓄積したデータを活用し、旅行者の特性や実態に合わせた施策を実施でき

ている地域は少ない。 

データを活用した観光地経営を実施している地域が少ない要因として、デー

タは蓄積してあるものの分析や傾向を把握するためのノウハウや人材が不足し

ていることや、参考となる優良な先進事例に関する情報やナレッジ等が不足し

ていることが挙げられる。 
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3. 解決に寄与するツールと導入時・活用時の阻害要因 

観光地経営の高度化における三つの課題を解決するためには、課題解決に適

したデジタルツールの導入・活用が求められるため、導入・活用を阻害している

要因を明らかにする。 

 

(1). 観光地を「経営」をするための判断材料の集約・整理に関する課題 
a. DMP 

観光地の経営状況に関するデータ等を蓄積するためには、DMP の構築が有効

である。DMP を構築し、継続的にデータを蓄積することで経年比較等が可能とな

るため、経営戦略の見直し・改善する際においてもデータを有効活用することが

可能となる。 

しかしながら、DMO 等における DMP の導入は進んでいない。導入の阻害要因と

して、DMP の導入費・運用費の捻出が挙げられる。公的な資金に頼ることも一案

ではあるが、持続可能性を考慮すると、DMO 等の観光地経営を担う者が、地域の

事情に応じて、自ら収益をあげる仕組みや関係者から運用費を徴収する仕組み

を構築することが望ましい。一方で、関係者に取組の意義やメリットが伝わらな

いことも多く、関係者から運用費を徴収する仕組みを構築しづらい状況となっ

ている。 

また、DMP は構築しただけで効果が出るわけではなく、データを蓄積・可視化

し、CRM 等の打ち手につなげることで効果を発揮するものであるが、データ量の

確保に多くの費用や作業を要することが DMP の活用における阻害要因となって

いる。データ量が少ない場合、経年比較や属性比較ができず、有用な仮説構築や

施策立案につながらない。データ量の確保が困難な要因として、大手企業からの

データ購入費が高額であることや地域独自でデータを収集するためのツール導

入が遅れていること等が挙げられる。 

さらに、地域内の関係者を巻き込み、当該関係者が保有するデータを集約し、

データ量を増やす方法もあるが、関係者に取組の意義やメリットが伝わらずに

合意形成に時間を要する場合が多く、関係者の巻き込みが困難な点も活用にお

ける阻害要因の一つとなっている。 

 

(2). 整理・集約された情報を判断材料として「経営」に活用する際の課題 
a. CRM 

誘客や旅行消費の増加等に向けた施策を行っている地域は多いものの、DMP 等

に蓄積したデータを活用し、旅行者の特性や実態に合わせた CRM の取組を実施

できている DMO 等は少ない。CRM の導入や活用が進んでいない要因として、デー
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タは蓄積しているものの分析するためのノウハウや人材が不足していること、

データを活用した施策の優良な先進事例に関する情報やナレッジが不足してい

ること等が挙げられる。 

 

4. 解決の方向性 

観光地経営の高度化における三つの課題を解決するためには、データに基づ

いた戦略策定、CRM 等の打ち手、経営状況に関するデータのモニタリングという

三つの取組が重要である。 

 

(1). データに基づいた戦略策定 
まずは、旅行会社からの送客が主流であった旧来型の旅行形態から変化して

きている現状と、観光地経営を行う上で求められる要件を理解した上で、観光地

への誘客や消費の最大化等に向けて、旅行者の来訪状況、属性、消費額等のデー

タ等に基づいて戦略を策定することが重要である。その際、戦略に記載する取組

内容については、優先・重視するべき事項を明確にすることが必要である。 

なお、地域によって、宿泊客が多い、日帰り客が多い、船舶・飛行機での来訪

者が多い等の特性を有していることから、その特性に応じて、活用するデータの

種類、量、粒度等を検討することが望ましい。 

また、競合地域や観光市場全体と比較した場合の自地域の立ち位置や強み弱

みを把握するため、継続的に取得でき、かつ他の地域と比較可能な指標となるデ

ータを定めておくことも大切である。 

 

DMO 等においては、経営戦略の策定に加え、事業計画を策定することも必要で

ある。DX の推進に向けて、短期的な視点（直近３年程度）では、デジタルツー

ル導入のための投資やそのツールを活用した施策等の計画を練ることが大切で

あり、中期的な視点では、デジタル技術の進化や旅行者のニーズの変化を想定し

た上で地域としての目指すべき姿を実現するための道筋を立てておくことが望

ましい。 

 

<今後の具体的な対策> 

デジタル化や DX を推進するための要素が盛り込まれた、データに基づいた経

営戦略の見本を示し、策定のための研修の実施、経営状況の判断に必要なデータ

の取得の容易化を図る。 

「デジタル化や DX を推進するための要素」については、以下のものとする。 

1)データ活用の目的（観光地の経営状況の判断、観光地域マネジメント・
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マーケティング、DX 等） 

2)目的を達成するために必要なデータ 

3)当該データの取得主体 

4)当該データの取得方法 

5)データに基づいた PDCA サイクル実施方法 

 

なお、2)については、「観光地域づくり法人の登録制度に関するガイドライン」

等に基づき、例えば以下のようなデータ取得・活用をすることが望ましい。 

 

 

また、デジタル化や DX に係る要素が盛り込まれたデータに基づいた経営戦略

の DMO による策定に対し、観光庁の補助事業において積極的に支援する。 

 

(2). CRM 等の打ち手 
経営戦略に基づき、まずはデジタルに関する取組が先行している DMO・事業者

を中心に、CRM や DMP 等の導入・活用に取り組むことが重要である。その際、地

域の経営戦略、規模、特性に応じて、連携するステークホルダーを一定程度限定

するとともに、取得・蓄積が必要なデータの種類、量、取得頻度、分析頻度、分

析方法を定めた上で、取り組むことが大切である。また、取得するデータに重複

や欠如が生じないよう、データごとに役割分担を明確化することが大切である。 

加えて、将来的に地域間でのデータ分析が想定される場合には、仕組み自体

を広域で整備することも重要である。 
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<今後の具体的な対策> 

DMO における CRM・DMP 等の導入及びデータ活用（可視化、分析、施策の検討・

実施、モニタリング）に対して、観光庁による研修及び補助事業において積極的

に支援する。 

 

CRM や DMP 等を活用した施策の成果や取得したデータ等は、地域内の事業者

に共有し、デジタル化・DX 推進の意義やメリットを理解してもらうことが大切

である。また、地域内だけでなく、地域外の企業等にもデータを共有可能な形で

整理することで、新たな投資や企業等の誘致につながることも期待されるため、

取り組む際には意識をしておくことが大切である。 

 

(3). 経営状況に関するデータのモニタリング 
収集・蓄積したデータを活用し、実施した観光施策が効果的であったかどう

かを検証するとともに、定期的に観光地経営の状況の可視化・分析、競合地域や

市場全体との比較、経営戦略の見直しを行うことが重要である。 

なお、蓄積するデータについては、オープンデータ等も含め、幅広く検討す

ることが重要である。 

 

<今後の具体的な対策> 

観光庁の実証事業等において、CRM や DMP を活用したマーケティングが継続

的に実施可能な外部人材・企業との連携体制が既に構築されている取組等を優

先的に支援することを通じて、優良な先進事例を早急に創出する。また、DMO の

規模や特性に応じたナレッジの横展開を図る。 

 

継続的な経営状況の可視化や経営戦略の見直しが可能な体制を構築した後は、

持続可能な観光地経営に向けて、更なる地域関係者の巻き込み等に取り組むこ

とが望ましい。併せて、観光地経営を担う者の事業内容に応じて、再来訪促進に

向けた施策、収益拡大に向けた商品の高単価化及びオプションメニュー造成、地

域単位での需給把握による各事業者のレベニューマネジメントの支援等、地域

における誘客や消費の最大化に向けて取り組むことが大切である。 

なお、更なる地域関係者の巻き込みにおいては、成果やデータ等を共有する

だけでなく、小規模なデータ分析等に共同で取り組むことを通じて、小さな成功

体験を積み重ねる等地域関係者の理解や自立性を醸成し、デジタル化や DX の取

組を地域全体に拡げていくことが重要である。 

また、データに基づく観光地経営に携わる関係者や扱うデータ量が増えてき

た際には、関連する地域関係者や宿泊事業者の価格帯や部屋数等の規模や特性



 37 

に応じたデータの可視化、各社毎の位置付けや課題を明確化できるようなデー

タの提示等、利活用の工夫が必要である。 

 

5. KPI とロードマップ 

以上の解決の方向性を踏まえて、KPI とロードマップを定めた。定期的に進捗

状況を測定し、課題解決に向けて、最適な取組が行われるよう定期的に進捗状況

を測定し、必要に応じて KPI・ロードマップを見直すことも重要である。 

 

(1). KPI 

① 設定した KPI 

a. デジタル化や DX を推進するための要素が盛り込まれた、データに基づい

た経営戦略を策定している登録 DMO の数 

b. そのうち、CRM・DMP 等を活用している登録 DMO の数 

 

② 目標値（2027 年度末） 

a. 全ての登録 DMO 

b. 90 法人 

 

③ 算出根拠 
「観光地域づくり法人の登録制度に関するガイドライン」で経営戦略として、

デジタル化やDXを推進するための要素が盛り込まれた戦略の策定を促すこと等

により、全登録 DMO が同戦略を策定することを想定とする。 

また、補助事業における積極的な支援等を通じて、全登録 DMO（255 法人：令

和５年 3月現在）のうち、3割程度が CRM・DMP 等を活用することと想定する。 

 

④ 測定方法 
DMO が作成する形成・確立計画にて、デジタル化や DX を推進するための要素

が盛り込まれた、データに基づいた経営戦略を確認する。 

 

(2). ロードマップ 
2027 年度末の KPI 達成に向け、観光庁、DMO 等がそれぞれ以下のような取組

を促進することが重要である。 
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# 項目 2023 年度 2024 年度 
2025 年度 

～2027 年度 

1 

データに基

づいた戦略

策定 

 

  

2 

CRM 等の打ち

手及び経営

状況に関す

るデータの

モニタリン

グ 

 

 

 
 

 

(3). 観光庁が実施する施策 
2023 年度に観光庁が実施する施策は以下の通りである。 

 

# 担当課 事業名 概要 

１ 観光地 観光地域づくり法人 データに基づいた戦略策定や、CRM 等

【観光庁】デジタル化や DX を推進するための要素が盛り込まれた、データに基づい
た経営戦略策定に対する DMO への補助事業における積極的な支援 

【DMO 等】デジタル化や DX を推進するための要素が盛り込まれた、データに基づい
た経営戦略の策定と見直し 

【観光庁】デジタル化や DX を
推進するための要素が盛り込ま
れた、データに基づいた経営戦
略の見本を示し、策定のための
研修の実施 

【観光庁】戦略の策定状況の確認 

【観光庁】DMO への CRM・DMＰ等の導入及びデータ活用（可視化、分析、施策
の検討・実施、モニタリング）に対する補助事業での積極的な支援 

【観光庁】 CRM・DMP を活用した実証事業による観光
地経営の先進事例創出 

【観光庁】 実証
事業で得られたナ
レッジの DMO の
規模や特性に応
じた展開 

【DMO 等】地域関係者の巻き込みやデータ分析の繰り返しによる観光地経営の推
進 
 

【DMO 等】 CRM・DMP 等の導入及びデータの活用（可視化、分析、施策の検
討・実施、モニタリング） 

【観光庁】CRM や DMP 等の導入及びデータ
活用（可視化、分析、施策の検討・実施、モ
ニタリング）に関する研修 

【観光庁】研修教材の作成 
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域振興

課 

の体制強化 の打ち手に向けた補助事業での積極的

な支援 

２ 観光地

域振興

課 

広域周遊観光促進の

ための観光地域支援

事業 

CRM 等の打ち手に向けた補助事業での

積極的な支援 

３ 観光資

源課 

事業者間・地域間に

おけるデータ連携等

を通じた観光・地域

経済活性化実証事業 

デジタル化･DX の推進を通じて、稼げる

地域の実現につながる先進モデルを構

築するための実証事業を実施 
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Ⅳ.観光デジタル人材の育成・活用 
 

1. 将来ビジョン 

「関係者のデジタルリテラシーが高いことに加え、仮説とデータ分析に基づい

て意思決定できる人材を確保できている」状態を将来ビジョンに設定し、ビジョ

ン実現のために解決しなければならない課題、当該課題の解決の方向性等につ

いて討議を行った。 

2. 現状・課題 

観光デジタル人材の育成・活用においては、大別して二つの課題があり、一

点目は外部人材の活用が十分されていないこと、二点目は観光デジタル人材の

育成が進んでいないことである。 

 

(1). 外部人材の活用における課題（観光地経営人材、観光デジタル人材他） 
① デジタル人材活用に対する知識・理解不足 

観光地経営や観光地・観光産業のデジタル化に向けて必要な人材等のデジタ

ル人材活用に必要な知識・理解が不足している。 

 

② 人材投資のための資金の不足 
観光地経営や観光産業に従事する DMO、企業等において、デジタル化・DX の

推進のために取り組む事項は、経営戦略の策定（もしくは改訂）、デジタルツー

ルの選定・導入、各種業務での活用、社内・関係者への普及活動、効果検証等多

岐に渡るため、知見やスキルを有し、これらの DMO、企業等を先導もしくは伴走

する人材が必要不可欠である。 

しかし、地域内・企業内で、このようなスキルを有する人材を育成すること

は、短期的には困難であるため、経営やデジタル化・DX 推進の先導・伴走をす

る人材を外部に委託する必要がある。一方で、観光地経営や観光産業に従事する

DMO、企業等では、経営やデジタルの知識を有する人材等への外部委託に投資可

能な資金が限られており、外部人材の待遇や外部企業の相場に見合わないため、

取組が進んでいない。 

また、外部発注の際に投資金額が高騰する要因として、地域・企業において

発注内容を明確化できないことが挙げられる。地域・企業の経営者において、経

営やデジタルの知識が不足しているため、外部委託により効果が得られる業務、

生産性向上に大きく寄与する業務、デジタルツールの導入により効率化が図ら
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れる業務等に対する理解が進んでおらず、外部委託を行う際に「丸投げ」してい

ることから、委託費が増加していると考えられる。経営者・経営層の理解醸成を

図ることで、投資可能な予算額の中で、適正な業務に対する適正な価格での外部

委託が可能となる。 

 

③ 地域におけるノウハウの蓄積が困難 
外部の人材や企業への委託の成果を最大化させるためには、先導・伴走の委

託業務から得たノウハウを地域内・企業内で蓄積することが大切であるが、その

ような体制を構築できている地域・企業は限られる。 

特に、DMO においては、自治体や民間企業等からの出向者が多く、人材が頻繁

に入れ替わるためノウハウを蓄積しづらい状況となっており、取組が進まない

大きな要因となっている。 

 

(2). 観光デジタル人材の育成における課題 
① 経営者の積極的な人材育成への意識不足 
② 人材育成のために提供されているプログラムの内容と現場のニーズとの乖

離 
③ 改善が必要な教育を受けた人材の処遇 

観光デジタル人材の育成に向けては、まずは経営者が人材育成に積極的に取

り組む意識を持つことが必要となるが、リカレント教育を受けさせても離職し

てしまう、業務多忙によりリカレント教育のために人を割けない等、人材育成に

後ろ向きな経営者も多い。 

また、外部委託に依存せず、地域・企業に属する人材が率先して経営や業務

に取り組むことは、持続可能性の高い観光地経営・企業経営の実現において欠か

せない要素であるため、中長期的視点での人材育成ができる環境や学びの場の

整備が重要であるが、現在は、そのような環境が用意できている地域は限られて

いる。 

さらに、経営者による積極的な人材育成を促すためにも、単に人材育成が可

能な環境や学びの場を提供するだけでなく、観光産業やデジタル分野において

学ぶべき事項が体系的に整理され、現場のニーズと合致した教育プログラムや

教材が用意され、都市部と遜色ない教育を日本中どこでも受講できる環境が必

要であるが、このような取組が進んでいる地域は限られる。 

その要因として、地域や企業の経営やデジタル業務を牽引する人材に必要な

知識・技能が特定されていないことと、地域や企業が人材育成の目標・目的及び

育成後に担ってほしい業務を特定できていないことが挙げられる。そのため、受

講者・講師ともに、目的を見出せず、効果の薄い学びとなってしまう。 
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さらに、リカレント教育を受けた人材が、地域・企業に戻った際に、処遇改善

につながっておらず、地域・企業に属する人材においても、リカレント教育を受

けることへの意欲が高いとは言い難い。 

 

3. 解決の方向性 

観光デジタル人材の育成・活用における課題を解決するためには、外部専門

家の登用及びプロパー人材の採用強化、産学連携の抜本強化によるリカレント

教育の推進という二つの取組が重要である。 

 

(1). 外部専門家の登用及びプロパー人材の採用強化 
観光地・観光産業における人材の育成・活用においては、外部委託により生

産性向上に寄与する業務やデジタルツールの導入により効率化が図られる業務

について、事業者や DMO 等の経営層の理解が進んでいることが重要である。 

また、外部の人材や企業への委託を行った際は、経営・業務の先導・伴走で得

たノウハウを地域内・企業内で蓄積するとともに、必要に応じて地域間において

も共有することが重要である。データアナリスト等の専門性の高い業務等にお

いては、継続的に外部委託することは考えられるが、全ての業務を外部委託する

ことは費用面から現実的ではないため、地域・企業で自走化する想定で外部委託

をすることが大切である。また、近年、プロボノなど専門的な知識を持つ人材が

地域を訪れ、地域課題の解決に貢献するといった事例もあることから、来訪者と

地域の多様な関わり方も意識した上で外部人材の活用を検討することも重要で

ある。 

特に DMO 等においては、外部の専門家や企業等による伴走等を通じて経営や

デジタルに関するノウハウを獲得するとともに、プロパー人材等の積極的な登

用を進めることで、そのノウハウを長期に渡って活用することが望ましい。 

 

<今後の具体的な対策> 

DMO におけるデータを活用した観光地経営については、経営層の理解を促進

するとともに、観光地経営に必要な外部専門人材の登用への支援やプロパー人

材の新規採用支援（トライアル雇用、就職セミナー等の出展費等）により、観光

地の人材確保を促進する。さらに、自らプロパー人材の人件費を継続的に確保で

きるよう、自主財源の確保に関する支援を行う。 

出向人材を受け入れる際には、状況に応じて、DX 推進の知見等必要なスキル

を有する人材を派遣してもらえるよう働きかけることが必要である。 
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また、外部人材が参画しやすいような環境作りも大切である。観光産業のデ

ータは多種多様であり、デジタル人材の興味を喚起できる可能性を有している

ため、例えば、オープンデータ化することでデジタル人材の参画を促進すること

も考えられる。 

 

(2). 産学連携の抜本強化によるリカレント教育の推進 
人材育成においては、事業者や DMO 等の経営層が人材育成に積極的に取り組

む意識を持つことが必要である。その上で、組織内・地域内全体に DX の意義等

を浸透させるための意識改革に取り組むことが必要である。このため、教育プロ

グラムや学びの機会が用意され、教材開発等の支援が行われていることが重要

である。 

 

<今後の具体的な対策> 

観光関係者のデジタルリテラシー向上に向けて、大学院・大学のみならず、

民間の教育機関も活用した幅広いリカレント教育の展開を実現し、受講の一層

の促進を図る必要がある。また、DX 対応も含め、観光地域づくりを牽引する人

材に必要な知識・技能を特定し、それを踏まえた教育プログラムと教育機会を広

く提供していくことが必要である。 

 

4. KPI とロードマップ 

以上の解決の方向性を踏まえて、KPI とロードマップを定めた。定期的に進捗

状況を測定し、課題解決に向けて、最適な取組が行われるよう定期的に進捗状況

を測定し、必要に応じて KPI・ロードマップを見直すことも重要である。 

 

(1). KPI 

① 設定した KPI 

a. 登録 DMO において主に DX 関係業務に従事する者のうち、DX に関する教育

プログラムを受講した者の割合 

b. 高付加価値経営旅館等の登録を受けた事業者の DX 関係業務に従事する者

のうち、DX に関する教育プログラムを受講した者の割合 

 

② 目標値（2027 年度末） 

両 KPI とも 100% 
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③ 算出根拠 
DMO 及び高付加価値経営旅館等の登録を受けた事業者においては、観光人材

育成ガイドラインに基づいた教育プログラム（DX に係る部分）を受講した者の

割合において 100％を目標とする。 

 

④ 測定方法 
DMO にて、観光 DX に関する教育プログラムを受講した者が、所属する割合を

測定する。 

高付加価値経営旅館等の登録を受けた事業者の DX 関係業務に従事する者の

うち、DX に関する教育プログラムを受講した者の割合を測定する。 

 

(2). ロードマップ 
2027 年度末の KPI 達成に向け、観光庁、DMO 等、事業者がそれぞれ以下のよ

うな取組を促進することが重要である。 

 

# 項目 2023 年度 2024 年度 
2025 年度 

～2027 年度 

1 

外部専門家の

登用及びプロ

パー人材の採

用強化 

 

  

DMO の経営
層の人材活
用 へ の 理 解
促進 

外部専門家の登用に加え、プロパー人材の新規採用の支援
等を通じた人材確保の促進 
 
外部専門家からの専門知識やノウハウの吸収を通じた DMO
等内部での内製化・自走化の推進 
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2 

産学連携の抜

本強化による

リカレント教

育の推進 

   

 

(3). 観光庁が実施する施策 
2023 年度に観光庁が実施する施策は以下の通りである。 

 

# 担当課 事業名 概要 

１ 観光人材

政策室 

観光地・観光産業

再生のための人材

育成・確保等事業 

観光人材育成ガイドラインを基に教育

プログラムを具体化し、先進事例を創

出・広域展開するもの 

２ 観光地域

振興課 

観光地域づくり法

人の体制強化 

外部人材の登用に加え、プロパー人材

の新規採用の支援を通じた人材確保の

促進 

 

  

【観光庁】観光人材育成ガイドラインを基に教育プログ
ラムを具体化し、先進事例を創出・広域展開 
継続的に教育プログラムを提供するために地域内で関
係者が連携する体制づくり 

【事業者】観光人材育成ガイドラインに基づく教育プログラムを通じた観光人材の育
成の促進 

【観光庁】観光人材育成ガイドラインの検証及びブラッシュアップ 

【観光庁】観光人材育成ガイドラインの普及・促進 

【観光庁】説明会の開催等
による宿泊業の高付加価値
化のための経営ガイドライン
等に基づく登録の促進を集
中的に実施（再掲） 

【観光庁】登録を受けた宿泊事業者に対し
て、DX に関する教育プログラムの受講を推進 

【観光庁】DMOに対するDX
に関する教育プログラムの受
講を促進するための説明会
等を集中的に実施 

【観光庁】DMO に対して、DX に関する教育プ
ログラムの受講を推進 

【DMO】観光人材育成ガイドラインに基づく教育プログラムを通じた観光人材の育
成の促進 

【観光庁】教育プ
ログラム実践の自
走化の推進 
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おわりに 
 

本検討会では、DX の推進が観光地の持続可能な成長につながると考え、観光

分野におけるデジタルツールの導入、データの利活用、デジタル人材の育成・活

用等多岐にわたる課題の解決策や将来ビジョン等について検討を行ってきた。 

 

観光分野においてデジタル化・DX 推進を図ることは、旅行者に対して地域の

魅力との出会いの機会をこれまで以上に提供し、感動・愛着の醸成につなげるだ

けでなく、持続可能性の高い観光地経営、事業者における付加価値の高いサービ

ス提供、労働環境の改善等経営の変革を生み出すものである。 

また、旅行者、宿泊事業者等、DMO 等、観光人材という４つの対象における個

別最適に加え、それぞれが有機的に連携することで、観光地・観光産業全体の最

適化が図られると考えられる。 

 

 

そして、その結果、地域内外の投融資を誘発するなど地域活性化の好循環・

エコシステムが創出され、さらに地域と産業、そこで暮らす住民の生活を豊かに

していく。 

 

観光で取り扱うデータの裾野は広く、それらのデータは相互に深く関連する

ものである。例えば、旅行者の来訪・宿泊に関する将来予測のデータを共有する

ことによって、地域内の小売・飲食事業者の売上増加の機会をもたらすことがで

きる。また、売上増加が図られた際には、農産品の域内調達率の増加や調達の効
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率化に向けた受発注システムの導入につながることが考えられる。その結果、地

域においては、宿泊に関するデータだけでなく農業の生産・出荷等に係るデータ、

飲食店における会計等に係るデータまで、様々なデータを連携して活用するこ

とが可能となり、より持続可能な形での地域経営が可能となる。 

このように、観光は他産業と切っても切れない関係にあることから、地域、

DMO、事業者においては、広い視野を持ち、地域と産業、そこで暮らす住民の生

活を豊かにするために、観光に係る戦略・目標だけでなく、地域の農産品の調達

率等も含め他産業への波及に係る戦略・目標を立てることも重要となってくる。 

 

 
 

今後は、それぞれの立場で現下の課題の解決に向けて取り組むとともに、関

係者が広く連携し、観光地を核とした地域活性化の好循環をいかにして実現し

ていくかを主体的に考え、その実現に向けて一丸となって取り組むことが重要

である。その際、観光関係事業者は、地域全体での収益最大化に向けて、過度な

カスタマイズを避けること等に留意し、地域内での情報共有を進めることが大

切である。 

 

そして、国においても、本取りまとめにおいて示した主な施策やロードマッ

プを踏まえ、地域、DMO、事業者等における取組を後押ししていくことが重要で

あることは言うまでもない。 

 

今後、本取りまとめを受けて、国による各種施策の具体化に向けた検討・取

組が進み、旅行者に向けた新たな観光サービスの創出、観光産業の生産性向上、

データに基づいた持続性の高い観光地経営の実現等が加速するとともに、多く
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のデジタル人材が高待遇で登用される産業に変革することで、観光を通じた地

域活性化が強力に推進されることを強く期待したい。 
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デジタル庁  国民向けサービスグループ 参事官 吉田 恭子 

中小企業庁  経営支援部 商業課長 古谷野 義之 

国土交通省  総合政策局 モビリティサービス推進課長 齋藤 喬 
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 開催経緯 

 

令和３年 ９月 16 日 第１回  観光産業における現状と課題につ

いて 

 ヒアリングの実施について 

 

10 月 11 日 第２回  ヒアリング結果を踏まえた課題解

決策について 

 

10 月 31 日 第３回  前回会合を踏まえた将来ビジョン

と課題解決策について 

（中間とりまとめで打ち出すべき方向

性） 

 

12 月６日 第４回  中間とりまとめ（案）について 

 

令和４年 １月 20 日 第５回  シームレスな予約・決済が可能な

地域サイトの構築について 

 デジタル化や DX を推進するための

要素が盛り込まれた観光地経営の

戦略について 

 PMS や OTA 等で扱うデータの仕様

統一化について 

 ロードマップについて 

 

２月 15 日 第６回  KPI とロードマップについて 

 最終取りまとめ（素案）について 

 

３月 16 日 第７回  最終取りまとめ（案）について 

 

 

 

 

 

 


